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 森林経営管理法（平成３０年法律第３５号。以下「法」という。）第２６条の規定による所有者不明森林に関す

る裁定の申請があり、法第２７条第１項の規定により所有者不明森林に関する裁定をしたので、法第２８条第１項

の規定により、次のとおり公告する。 

  令和８年１０月９日 

                                    群馬県知事 山 本 一 太   

１ 所有者不明森林の所在、地番、地目及び面積 
 

所在・地番 地目 面積（ha） 

群馬県吾妻郡中之条町大字上沢渡字久森
２４７５－７ 

保安林 ０．１５２７ 

 
２ 中之条町（以下「乙」という。）が設定を受ける経営管理権の始期及び存続期間 
 

所在・地番 始期 存続期間 

群馬県吾妻郡中之条町大字上沢渡字久森
２４７５－７ 

経営管理権集積計画が定められ
た日 

始期から起算して１５年を経
過した日まで 

 
３ 当該森林において経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容 
 

所在・地番 経営管理の内容 

群馬県吾妻郡中之条町大字上沢渡字久森
２４７５－７ 

＜経営管理実施権が設定される場合＞ 
○ 経営管理実施権配分計画により経営管理実施権の設定を受
ける者（以下「経営管理実施権者」という。）が間伐、主伐
並びに主伐後の植栽（鳥獣害防止施設の設置・維持管理を含
む。以下同じ。）及び保育等の施業、木材の販売、森林の保
護等の全部又は一部を実施するものとし、その方法は経営管
理実施権を設定する前に乙及び経営管理実施権者で協議して
決めるものとする。 

○ 施業の実施に当たっては、渓畔林における不必要な伐採は
控える等、生物多様性に配慮するものとする。 

○ 火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回以上森林の
巡視を行うものとし、当該巡視は林道からの目視によって判
断できる限りで行う。 

＜経営管理実施権が設定されない場合＞ 
○ 乙は、存続期間中に間伐及び販売可能な木材の販売、森林
の保護等の全部又は一部を実施することができるものとす
る。 

○ 乙は、施業の実施に当たっては、渓畔林における不必要な
伐採は控える等、生物多様性に配慮するものとする。 

○ 乙は、火災、病虫害及び気象害の予防のため、年１回以上
森林の巡視を行うものとし、当該巡視は林道からの目視によ
って判断できる限りで行う。 

 
４ 販売収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益がある場合において供託されるべき金銭の額の算定方法

及び当該金銭の供託の時期 
 

 
所在・地番 

販売収益から伐採等に要する経費を控除
してなお利益がある場合において供託さ
れるべき金銭の額の算定方法 

 
供託の時期 

■ 公  告 
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群馬県吾妻郡中之条町大字上沢渡字久森
２４７５－７ 

＜経営管理実施権が設定される場合＞ 
（１．供託されるべき金銭の額の算定方
法） 
○ 供託されるべき金銭の額は、木材の
販売による収益と補助金から伐採等に
係る経費及び木材の販売に係る経費、
その他経営管理に要する経費(主伐後の
植栽・保育等)を控除した収益額を基に
算定する。 

（２．木材の販売収益の額の算定方法） 
○ 主伐及び利用間伐に係る木材の販売
収益については、実際に木材を販売し
て得られた収益の額とする。 

（３．伐採等に要する経費の算定方法） 
○ 乙が算定する主伐及び利用間伐が実
施された場合における木材の販売に係
る経費については、経営管理実施権者
が経営管理実施権の設定を受けるに当
たって乙に提示し、経営管理実施権配
分計画に添付された経費の見積額とす
る。 

○ 乙が算定する主伐後の植栽（鳥獣害
防止施設の設置・維持管理を含む）、
保育に係る経費については、施業の実
施時点で有効な群馬県が定める森林環
境保全整備事業における標準単価を基
に経営管理実施権者が経営管理実施権
の設定を受けるに当たって乙に提示
し、経営管理実施権配分計画に添付さ
れた経費の見積額とする。 

（４．留意事項） 
○ 木材の販売収益から差し引いた主伐
後の植栽及び保育に係る経費その他経
営管理に要する経費(森林保険の保険
料)は、森林所有者（以下「甲」とい
う。）からの預り金として経営管理実
施権者が管理する。なお、経営管理実
施権者が預かる期間は、預り金の残高
がなくなるか、経営管理に係る持ち出
しの必要がなくなるまでとする。 

○ 経営管理実施権者が管理を行うため
に要した経費の実費が上記（３．伐採
等に要する経費の算定方法）により算
定された経費の額を上回る場合につい
ては、その差額は経営管理実施権者が
負担するものとする。 

＜経営管理実施権が設定されない場合＞ 
（１．供託されるべき金銭の額の算定方
法） 
○ 経営管理権に基づき乙が実施する利
用間伐の結果生じた木材の販売による
収益は乙のものとする。 

（２．留意事項） 
○ 乙が経営管理を行うために要した経
費は乙が負担するものとする。 

＜経営管理実施権が
設定される場合＞ 
○ 伐採後、木材の
販売収入額が確定
後速やかに行うも
のとする。 

 
＜経営管理実施権が
設定されない場合＞ 
○ 供託されるべき
金銭は発生しな
い。 

 
５ 所有者不明森林に係る権利の設定等の条件 

  当該森林について権利を設定し、又は移転する場合には、あらかじめ、乙にその旨を通知するものとする。 
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６ ２の存続期間の満了時及び法第９条第２項又は第３２条第２項の規定によりこれらの規定に規定する委託が解

除されたものとみなされた時における清算の方法 

  甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所有権は甲に帰属するものとする。 

７ 乙が設定を受ける経営管理権及び甲が設定を受ける経営管理受益権の条件その他経営管理権及び経営管理受益

権の設定に係る法律関係に関する事項 

  この経営管理権集積計画の定めるところにより設定される経営管理権及び経営管理受益権は、次に定めるとこ

ろによる。 

 (1) 経営管理権に基づいて行われる経営管理の内容 

   乙は、１に記載された森林（以下「当該森林」という。）の経営管理のため、１から４に定めるところによ

り立木の伐採及び木材の販売、造林並びに保育（以下「伐採等」という。）を実施し、木材の販売による収益

（以下「販売収益」という。）を収受するとともに、販売収益から伐採等に要する経費を控除してなお利益が

ある場合にその一部を甲に支払う事業を実施すること。 

 (2) 受託者の義務 

  ア 経営管理実施権配分計画が定められない場合には、乙は、自己の財産に対するのと同一の注意義務をもっ

て経営管理を行う義務を負う。 

  イ 経営管理実施権配分計画が定められる場合には、経営管理実施権者は甲に善管注意義務を負い、甲は、当

該経営管理実施権配分計画の定める事項について、経営管理実施権者に対して義務の履行を求めることが 

できる。また、乙はこの経営管理権集積計画及び当該経営管理実施権配分計画に規定された報告徴収の権 

限の範囲内において、経営管理実施権者に対する監督責任のみを負う。 

 (3) 経営管理権の対象とする森林 

   当該森林にある立木竹は、甲に帰属する。 

 (4) 経営管理権及び経営管理受益権の設定 

   この経営管理権集積計画の公告により、乙に経営管理権が、甲に経営管理受益権（金銭の支払を受ける権 

  利）が、それぞれ設定される。 

   乙に設定された経営管理権は、この公告の後において当該森林の所有者となった者（国その他の森林経営管

理法施行規則（平成３０年農林水産省令第７８号）に定められた者を除く。）に対しても、その効力があるも

のとする。 

 (5) 租税公課の負担 

   甲は、経営管理権の目的物に対する固定資産税その他の租税を負担する。 

 (6) 経営管理権の設定等の条件 

  ア 乙は、甲が次のいずれかに該当する場合には、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り

消すことができる。 

   (ｱ) 甲が偽りその他不正な手段により乙に経営管理権集積計画を定めさせたことが判明した場合 

   (ｲ) 甲が当該森林に係る権原を有しなくなった場合 

  イ 乙は、災害その他の事由により当該森林において(1)に掲げる事項を実施することが著しく困難となった

ときは、この経営管理権集積計画のうち当該森林に係る部分を取り消すことができる。 

  ウ 甲は、２で定める経営管理権の存続期間の中途において解約しようとする場合は、乙の同意を得るものと

する。 

  エ 甲及び乙は、この経営管理権集積計画に定めるところにより設定される経営管理権に関する事項は変更し

ないものとする。 
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 (7) 森林への立入り及び施設の利用等 

  ア 乙は、(1)又は(15)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林に随時立ち入り、若しくは乙

以外の者を立ち入らせ、又は当該森林に設定された路網その他の施設を使用し、若しくは乙以外の者に使 

用させることができる。 

  イ 乙は、(1)に掲げる事項の実施のため必要があるときは、当該森林内に森林作業道その他の施設を設置し、

又は乙以外の者に設置させることができる。この場合において、乙は、当該設置された施設の維持管理を 

行うものとする。 

 (8) 甲への通知 

   当該森林について販売収益が生じた場合、経営管理実施権が設定されないときには乙が（経営管理実施権が

設定されるときには経営管理実施権者が）甲に対して販売収益、伐採等に要した経費等に係る明細書を通知す

るものとする。 

 (9) 森林保険（経営管理実施権が設定されなかった場合） 

  ア 気象災等により当該森林について被害が発生した場合、乙が復旧を行うこととし、復旧内容は甲と乙の協

議により定める。 

  イ 乙は、甲の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木について森林保険を付保するこ

とができることとし、甲はこれを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は乙がこれを行うものとする。 

  ウ 乙がイにより森林保険を付保した場合であって、天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払わ

れる保険金があるときには、甲は当該保険の請求及び受領を乙に委任するものとし、乙が当該保険金を復 

旧の用に供するため、甲は当該保険金全額を乙に帰属させるものとする。 

 (10)森林保険（経営管理実施権が設定された場合） 

  ア 気象災等により当該森林について被害が発生した場合、経営管理実施権者が復旧を行うこととし、復旧内

容は甲と経営管理実施権者の協議により定める。 

  イ 経営管理実施権者は、経営管理実施権者の費用負担において甲を被保険者として当該森林に生育する樹木

について森林保険を付保することとし、甲はこれを承諾する。なお、当該付保に関する諸手続は経営管理 

実施権者がこれを行うものとする。 

  ウ 天災地変等の事由により保険事故が発生し、甲に支払われる保険金がある場合、甲は当該保険金の請求及

び受領を経営管理実施権者に委任するものとし、経営管理実施権者が当該保険金を復旧の用に供するため、 

甲は当該保険金全額を経営管理実施権者に帰属させるものとする。 

  エ 復旧及び造林・保育の経費の用に供しても、なお保険金に残余がある場合は、事業収益に繰り入れるもの

とする。 

 (11)災害等による経営又は管理の不実施 

   次に掲げる場合において、(1)に掲げる事項を実施する予定の森林について(1)に掲げる事項を実施すること

が不可能又は不適当になったときは、乙は、当該事項の一部又は全部を実施しないことができる。 

  ア 災害その他の原因により当該森林の全部又は一部が損壊したとき 

  イ 路網の損壊等により当該森林への到達が困難となったとき 

  ウ 当該森林の土地が公用、公共用又は公益事業の用に供されるとき 

 (12)損害の賠償 

  ア 乙は、乙の責めに帰すべき事由によって甲に不利益を生じさせたときには、その不利益に相当する額を支

払うものとする。 

  イ 乙の責めに帰すことのできない事由によって甲に不利益が生じたときは、乙は損害賠償責任を負わない。 
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 (13)経営管理権の存続期間の満了時及び消滅時における清算の方法 

   経営管理権の存続期間の満了した場合において、甲と乙との間で金銭の支払は生じないとともに、立木の所

有権は甲に帰属するものとする。 

 (14)甲の通知及び届出 

  ア 甲は、当該森林について、第三者に権利を移転又は設定する場合には、あらかじめ乙にその旨を通知しな

ければならない。 

  イ 甲及び甲の相続人又は受遺者は、当該森林について権利の喪失があった場合、甲が住所又は名称を変更し

た場合、甲が死亡した場合その他当該経営管理権集積計画を変更する必要がある場合は遅滞なく乙に申し 

出るものとする。 

 (15)経営管理実施権配分計画の作成 

  ア 乙は、甲から経営管理権の設定を受けた森林の一部又は全部についてこの経営管理権集積計画の内容に適

合する限りにおいて、甲の同意を要さずに、経営管理実施権配分計画を作成し、乙が選定した民間事業者 

に当該森林の経営管理実施権を、甲及び乙に経営管理受益権を設定することができる。 

  イ 経営管理実施権配分計画が定められる場合、経営管理実施権者が当該森林で経営管理を実施する義務を負

い、甲は経営管理実施権者に義務履行を求めることができる。なお、乙は、経営管理実施権者に対して当 

該森林の経営管理の状況等について年一回の報告を徴収する義務のみを負う。 

  ウ 甲が経営管理実施権配分計画により設定された経営管理受益権に基づき経営管理実施権者から支払を受け

たときは、当該支払を受けた額の限度で、当該経営管理受益権に係る森林に関する経営管理権集積計画に 

より設定された経営管理受益権に基づき乙から支払を受けたものとみなす。 

 (16)その他 

   この経営管理権集積計画に定めのない事項及びこの経営管理権集積計画に疑義が生じたときは、甲、乙が協

議して定める。 

８ 裁定の理由 

  当該申請に係る所有者不明森林については、今後、土地所有者による森林施業が見込めないが、周辺山林と一

体的に施業することが有効であり、当該所有者不明森林の経営管理権を乙に集積することが必要かつ適当である

と認められるため。 

９ 教示 

この裁定について不服があるときは、この裁定があったことを知った日の翌日から起算して３ヶ月以内に、群

馬県知事に対して審査請求をすることができる。 

このほか、裁定の取消しの訴えは、この裁定があったことを知った日の翌日から起算して６ヶ月以内に、群馬

県を被告として（群馬県知事が被告の代表者となる。）、提起することができる（なお、裁定があったことを知

った日の翌日から起算して６ヶ月以内であっても、裁定の日から１年を経過したときは、裁定の取消しの訴えを

提起することはできなくなる。）。ただし、裁定があったことを知った日の翌日から起算して３ヶ月以内に審査

請求を行った場合には、裁定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から

起算して６ヶ月以内に提起しなければならないこととされている。 

 

 

 

肥料の品質の確保等に関する法律（昭和２５年法律第１２７号。以下「法」という。）第１２条第２項の規定に

より、次のとおり肥料の登録有効期間を更新したので、法第１６条第１項の規定により公告する。 



 令和８年１０月９日（金）         群 馬 県 報                第１０４３７号 
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令和８年１０月９日 

  群馬県知事 山 本 一 太   
 

登録番号 
肥料の 
種 類 

肥料の名称 
保証成分量 
（％） 

その他の 
規  格 

生産 業者 の 
名称及び住所 

有効期限 

群馬県登
録第１０
３号 

乾燥菌体肥
料 

新進６．０乾
燥菌体肥料 

窒素全量 
６.０ 
りん酸全量 
４.０ 

法第３条第１
項の規定によ
る公定規格の
とおり 

株式会社新進 
東京都千代田区
神田司町二丁目
６番地 

令和１１年
１１月４日 

 
 

 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第２項の規定により検査済証を交付したので、次の開発行為

に関する工事が完了した旨を公告する。 

  令和８年１０月９日 

                                                                        群馬県知事 山 本 一 太   
 

番号 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

１ 邑楽郡千代田町大字赤岩字北権現１７５５－
３、１８００－２、１８００－３、１８００－
４、字上桧内１８０２－３、１８０２－４、１
８０２－５、１８０２－６、１８０２－７ 

福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号  
株式会社コスモス薬品 代表取締役 横山英昭 

 
 

 

 

 

 次のとおり落札者を決定した。 

  令和８年１０月９日 

群馬県警察本部長 丸 山   潤 

１ 落札に係る物品等の名称及び数量 交通管制システム用ＬＴＥデジタル回線提供 一式 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 群馬県警察本部警務部会計課調度・契約係 群馬県前橋

市大手町一丁目１番１号 

３ 落札者を決定した日 令和８年８月２７日 

４ 落札者の名称及び所在地 日本信号株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目５番１号 

５ 落札金額 １７７，０９１，２００円 

６ 契約の相手方を決定した手続 一般競争入札 

７ 入札公告をした日 令和８年７月１０日 
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